
各務原市企業立地助成要綱 

                        （平成１６年６月１６日決裁） 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市内産業の振興と活性化を図り、もって市勢の進展に寄与する

ことを目的とし、本市工業団地等への企業の立地を促進するため、各務原市企業立

地助成金（以下「助成金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、

各務原市補助金交付規則（昭和３８年規則第３４号。第８条において「規則」とい

う。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（助成金） 

第２条 市長は、対象区域内において操業を行う者で市長が認めるものに対し、予算

の範囲内において助成金を交付することができるものとする。 

２ 助成金の額は、対象区域内での操業の開始に伴い、取得をした対象区域内におけ

る土地、建物及び償却資産に対して賦課された固定資産税の額の２分の１を上限と

する。 

３ 助成金は、対象区域内での操業が開始された後初めて固定資産税が賦課された年

度の翌年度より３年度を限度として交付するものとする。 

 （対象区域） 

第３条 助成金交付の対象区域は、本市内において造成された工業団地等のうち市長

が認めるものとする。 

（事業者の資格） 

第４条 助成金の交付を受けることができる者（以下「事業者」という。）は、次の各

号のいずれにも該当する者とする。 

（１）自ら所有する工場等を使用し、操業を行う者 

（２）総敷地面積を１，０００㎡以上有する者 

（３）操業に伴い、当該工場等に常時１０人以上の従業員を雇用する者 

（４）市税の滞納がない者 

（５）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、消防法（昭和２３年法律第１８６号）

又は公害防止に関する法令等の各種法令に違反していない者 

（６）各務原市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱（平成２２年７月２３

日決裁）第３条に規定する暴排措置対象法人等でない者 

（事前審査） 



第５条 助成金の交付を受けようとする企業は、各務原市企業立地届（様式第１号）

に必要な書類を添えて市長に提出しなければならない。この場合において、民間事

業者等が造成する工業団地等で操業し、助成金の交付を受けようとするときは、各

務原市企業立地助成金審査会設置要綱（平成２１年２月１８日決裁）に規定する各

務原市企業立地助成金審査会の審査を受け、承認されなければならない。 

 （助成金の交付申請） 

第６条 事業者は、助成金の交付を受けようとするときは、各務原市企業立地助成金

交付申請書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

 （助成金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、適当と認め

たときは、各務原市企業立地助成金交付決定書（様式第３号）により、補助事業者

に通知するものとする。この場合において、市長は、助成金を交付するに当たり、

必要な条件を付すことができる。 

 （手続の省略） 

第８条 規則第１９条の規定により、規則第１１条の規定による補助事業の実施報告

及び規則第１３条の規定による補助金の額の確定は、省略するものとする。 

 （助成金の請求） 

第９条 第７条の規定による通知を受けた補助事業者は、各務原市企業立地助成金交

付請求書（様式第４号）により、助成金の交付の請求を行うものとする。 

 （変更の届出） 

第１０条 第６条の規定よる申請をした事業者は、当該申請書の内容に変更が生じた

ときは、速やかに、その旨を市長に届け出なければならない。 

 （助成金の交付の決定の取消し等） 

第１１条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該助成金

の交付の決定を取り消し、若しくは交付を停止し、又は既に交付した助成金の全部

若しくは一部を返還させることができる。 

（１）事業用地の一部、又は全部をその事業以外の用途に供したとき。 

（２）区域内における事業を休止し、若しくは廃止し、又はこれと同様の状態に至っ

たとき。 

（３）市税を滞納したとき。 

（４）事業を行うに当たり、この要綱の規定に違反する行為があったとき。 



（５）偽りその他不正な行為により助成金の交付を受けようとし、又は受けたとき。 

（６）その他市長が助成措置を講ずることが不適当と認めたとき。 

 （報告及び立入調査） 

第１２条 市長は、補助事業者に対し、この要綱による助成措置の実施に関して必要

な事項について報告を求め、又はその職員をして実地に立入調査をすることができ

る。 

２ 前項の規定により、立入調査する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

者の要求があった場合は、これを提示しなければならない。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年６月１６日から施行する。 

   附 則（平成１７年５月３１日決裁） 

 この要綱は、平成１７年５月３１日から施行する。 

   附 則（平成１７年１２月２日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

   附 則（平成２１年２月１８日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（平成３０年６月２０日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日決裁） 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 



様式第１号（第５条関係） 

                              年  月  日 

（宛先）各務原市長 

（届出者）住  所               

事業者名 

代表者名              

電話番号 

各務原市企業立地届 

  各務原市企業立地助成要綱第５条の規定により、下記のとおり企業立地届を提出し

ます。 

記 

１．工業団地の名称 

２．立地場所         

 （図面添付） 

３．敷地面積                          ㎡ 

４．建築施設名称及び面積                    ㎡ 

 （配置図面添付）  

５．生産開始予定年月                   年  月 

６．業種名 

７．製造品等 

８．従業員数                          人 

＊１～８は立地先の情報を記載 

その他添付書類 ①現在営業地での上記２～８を記載した事業概要書 

         ②法人の履歴事項全部証明書（個人の場合は住民票） 

③その他市長が必要と認める書類 



様式第２号（第６条関係） 

  年   月   日 

（宛先）各務原市長

     住  所  

（申請者）事業者名 

     代表者名             印 

各務原市企業立地助成金交付申請書 

各務原市企業立地助成要綱第６条の規定により、各務原市企業立地助成金の交付に

ついて、下記のとおり申請します。 

記 

１ 交付申請額      （Ｃ：千円未満切捨て） 金             円 

２ 事業開始日           年    月    日 

３ 前年度固定資産税等の内訳 

固定資産税課税標準額 固 定 資 産 税 額 交 付 申 請 額
（円） （円） （円）

土 地

建 物

償 却 資 産

A：［千円未満切捨て］ B：A×14/1000［百円未満切捨て］ C：B×1/2［千円未満切捨て］

合 計

投下固定資産

４ 添付書類 

① 市税の完納証明書及び助成対象固定資産の資産明細書（写し） 

② その他参考資料 

私は、上記補助金の申請をするにあたり、各務原市那加桜町１丁目６９番地 各務

原市           を代理人と定め、私が所有する固定資産に係る書類の閲

覧に関する一切の権限を委任します。 

所 属 部 署 名

氏 名

ＴＥＬ・ＦＡＸ <TEL> <FAX>

担
当
者



様式第３号（第７条関係） 

各務原市企業立地助成金交付決定書 

第     号 

年  月  日 

住  所  

事業者名  

代表者名             様 

      各務原市長                印 

  年  月  日付けで交付の申請がありました各務原市企業立地助成金につ

いて、下記のとおり決定しましたので通知します。 

記 

１．助成金の額    金            円 

２．付帯条件 



様式第４号（第９条関係） 

各務原市企業立地助成金交付請求書 

  年   月   日 

（宛先）各務原市長

     住  所  

     事業者名 

     代表者名             印 

各務原市企業立地助成要綱第９条の規定により、下記のとおり各務原市企業立地助

成金の交付を請求します。 

記 

金               円 

振込先金融機関  

預 金 の 種 類 普通・当座       口座番号        

フ リ ガ ナ 

口 座 名 義 人 


